第４号様式（技術供与）

 研究成果等の利用に関する契約書

　高知県（以下「甲」という。）と○○○○（以下「乙」という。）とは、甲の有する研究成果等を提供して行う技術指導について、次のとおり契約を締結する。

　（信義誠実の義務）

第１条　甲乙両者は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。

２　甲乙両者は、日本国の法令を遵守し、この契約を履行しなければならない。

　（技術指導の内容等）

第2条 甲の乙に対する技術指導の内容等は次のとおりとする。

	指導事項
	○○○○○の開発に必要な○○○○○の○○について技術指導を行う。

	契約期間
	平成　　年　　月　　日から　平成　　年　　月　　日まで


２　甲は、前項の技術指導を行うにあたり、別紙に掲げる甲の研究成果等のうちから必要最低限の範囲内で、乙に提供するものとする。
　（権利義務の譲渡等の禁止）

第３条　乙は、本契約により生ずる権利若しくは義務を第三者に譲渡し若しくは承継させ、又は担保に供してはならない。ただし、あらかじめ書面により甲の承諾を得た場合はこの限りでない。

（法令上の責任）

第４条　乙は、乙の従業員に対する雇用者及び使用者として、労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法、労働者災害補償保険法、職業安定法及びその他法令上の全ての責任を負って従業員を管理し、甲に対し責任を及ぼさないものとする。

　

（秘密の保持）
第５条　乙は、この契約の履行に関して知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。

２　前項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても効力を有する。
（事情変更）

第６条　甲及び乙は、この契約の締結後、経済情勢の変動、天災地変その他予期することのできない事由によりこの契約に定める条件が不適当となったときは、協議して契約を変更することができる。
（甲の請求による契約期間の短縮）

第７条　甲は、特別の理由により契約期間を短縮する必要があるときは、契約期間の短縮変更を乙に請求することができる。この場合における短縮日数は、甲乙協議して書面により定めるものとする。　

（甲の解除権等）

第８条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。

(１)　差押え、仮差押え、仮処分、競売の申立て又は租税滞納処分その他公権力の処分を受けたとき。

(２)　破産、会社整理、会社更生若しくは民事再生手続その他これらに類する手続の申立てをし、又は申立てをされたとき。

(３)　自ら振り出し、若しくは引き受けた手形又は小切手につき、不渡り処分を受ける等支払停止状態に至ったとき。
２　甲は、契約期間が完了するまでの期間は、前条の規定によるほか、必要があるときは、契約を解除することができる。

（特許権等の使用）

第９条　乙は、特許権（又は特許を受ける権利）、実用新案権、意匠権、商標権、育成者権（以下「特許権等」という。）その他日本国の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっているものを使用する場合は、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。

（知的財産権の帰属）

第10条　本技術指導の実施に伴い発生した発明、考案等（以下「発明等」という。）から生じた特許権等の帰属は別段の定めのない限り、以下のとおりとする。

（１）甲が単独で行った発明等から生じた特許権等については、甲単独に帰属するものとする。

（２）乙が単独で行った発明等から生じた特許権等については、乙単独に帰属するものとする。

（３）前号にかかわらず、甲が提供した既存の研究成果等を利用した発明等から生じた特許権等については、甲乙共有とする。
（４）甲が提供した既存の研究成果等について、新たに特許権等が見出された場合には、その特許権等については、甲単独に帰属するものとする。
　

（特許等の出願）

第11条　甲及び乙は、前条第３号に係る特許等の出願については、特許出願の要否、方法、費用の負担等について協議するものとし、甲と乙が共同で特許出願を行う場合は、あらかじめ甲の所管する「特許権等の取得及び管理に関する事務取扱要綱」に基づく共同出願契約を締結したうえで共同で行うものとする。

２　甲及び乙は、共同出願に係る特許権の取得及び管理のために必要な費用について、共同出願契約により定められた費用をそれぞれ負担するものとし、甲又は乙のいずれかが当該費用を負担しないときは、当該特許出願及び特許権に係る自己の持ち分を放棄したものとみなす。

３　共有特許等に関する先行調査は、原則として県以外の共有者が行い、調査結果を高知県に報告させるものとし、提出を受けた先行調査報告書又はこれに準ずる報告書を職務発明等規則第4条第1項各号に掲げる添付書類とともに提出するものとする。ただし、共有者が大学等学術研究機関又はその職員である場合には、双方が協議して行うものとする。
　（実施許諾）

第12条　甲及び乙は、前条第１項の規定により共同で出願した発明（特許出願中のもの及び特許権の設定登録をしたもの。以下「共同発明」という。）について、甲乙協議のうえ、本共同研究の当事者及び甲乙が指定した者に限り実施させることができるものとする。

　（実施料）

第13条　甲及び乙は、共同発明に係る特許権について徴収する実施料については、別途協議するものとする。

　（技術料）

第14条　乙は、共同発明について自身で実施するときは、共同発明を完成するにあたって甲が行った技術提供等の対価として、甲に対して技術料を支払うものとする。

　　ただし、営利を目的とせず、試験研究、教育等の用に供する場合には、この限りでない。

２　技術料について必要な事項は、別に定める。

　（研究成果の公表）

第15条　甲及び乙は、当該業務による成果の公表を行う時は、公表する内容・時期・方法等（論文発表時における、発表者名、発表者順序を含む。）について、あらかじめ協議のうえ行うものとする。

　（契約期間の特例）

第16条　第２条に規定する実施期間は、実施期間満了の日の３ヶ前までに、甲乙協議のうえ、延長することができる。

２　前項の規定にかかわらず、第５条、第11条第１項及び第３項並びに第15条の規定については契約期間満了後５年間、第11条第２項及び第12条から第14条までの規定については、共同発明に係る特許権の消滅まで、その効力を有する。

　（契約の費用）

第17条　本契約に要する費用は、乙の負担とする。

　（疑義の決定）

第18条　本契約に関する疑義及び本契約に定めのない事項については、甲乙協議のうえ定めるものとする。

　（裁判管轄）

第19条　この契約に関して生じた甲乙間の紛争については、高知地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
　　本契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙両名が記名押印のうえ、各自その１通を保有する。

　平成　　年　　月　　日

                         甲　　高　知　県

                                    　 契約担当者　高知県知事               印

                         乙　　　　　　住　所

                                    　 法人名             　            （印）

                                       代表者名                   （代表者印）

別　紙

本技術指導の実施ため、乙に提供することができる甲の研究成果等は、次に掲げる研究成果等の範囲内とする。

○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○
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